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・ 報告書中（n=XXX）という表示は、その設問の有効回答者数を示しています。 
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Ⅰ.調査内容 

Ⅰ－１.調査概要 

（1）調査目的 

本調査では、一般投資家における決算短信に対する意識を明らかにし、決算短信

の見直しにおける議論の参考とすることを目的とする。 

（2）調査対象 

一般の株式投資者 500 名程度。調査対象は調査会社のモニタから抽出し、男女、

年齢、主な取引手段属性が概ね均等になるよう割当てを行った。 

実際の回収は次のとおりである。 

（単位：人） 

20～30 歳代 40～50 歳代 60 歳以上 
属性／取引手段 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 
合計

ネットのみ利用者 53 53 44 44 33 33 260

対面／電話取引利用者 32 32 44 44 54 54 260

 

（3）調査方法 

インターネットを利用したオンライン調査 

 

（4）調査期間 

① 事前調査：平成１７年１２月 

② 本調査 ：平成１７年１２月 
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Ⅰ－２.調査対象の抽出方法 

（1）抽出基準 

① 幅広い意見を聞くため、年代、性別に大きな偏りがないようにした。年代について

「20～30 歳代」「40～50 歳代」「60 歳以上」が概ね均等となるようにした。 

② インターネット調査のモニタを利用することから、インターネット取引利用者に偏

ることが懸念される。そのため、インターネット以外の手段で株式取引を行ってい

る対象者を半数とすることにした。 

③ 職業について、一般投資者の意見を集める目的から、証券会社をはじめとする各種

金融機関に勤務する者と同居の家族が勤務する者については排除した。 

（2）抽出方法 

インターネットのモニタ 2 万名に対しインターネットアンケートを実施した。実施に

あたっては、『ライフスタイルに関する調査』とし、株式市場に関する調査であること

伏せてより正確な抽出が可能になるように配慮した。調査は次の 3問とした 

① 本人および同居家族の職業 

一般的な職業分類を用い、金融機関関係者を排除した 

② これまでの取引経験 

金融機関関係者以外に「外貨取引」「株式取引」「投資信託」「不動産投資信託」「国

際」のそれぞれについて「1 ヶ月以内」「3 ヶ月以内」「6 ヶ月以内」「1 年以内」「2

年以内」「3 年以内」「それ以前」「取引をしたことがない」「分からない／覚えてい

ない」を選択してもらった。 

③ 株式取引について 

上記②で株式取引を1年以内に利用したと回答した者を対象に、「対面取引（窓口）」、

「オンライン取引（パソコン・携帯電話）」、「電話取引（コールセンター）」のそれ

ぞれについて、②の質問と同様の期間に利用したかどうかを質問した。その結果に

より、「ネットのみの利用者」と「対面／電話取引利用者1」を分けた。 

※ 上記以外の属性（性別、年齢）については、調査会社に登録されているモニタ情

報によって割当てを行った。 

 

                                                  
1 「対面／電話取引利用者」には、インターネット取引を併用している者を含んでいる。 
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Ⅱ.調査結果のまとめ 

（1）回答者の株式投資の状況 

①株式投資経験年数：全体で「1 年未満」・23.3％、「1～3 年未満」・21.9％、「3～5 年未

満」・17.1％、「5～10 年未満」・12.1％、「10 年以上」・25.6％となっている。 

年代別では「20～39 歳」で 3 年未満が 70％であるのに対して、「60 歳以上」では「10

年以上」が 47.1％と半数近くになっている。 

②株式保有残高：全体で「100 万円未満」が 30.0％、「100 万～300 万円未満」が 29.2％

と、ほぼ 6割が 300 万円未満の保有残高である。 

年代別では、「20～39 歳」で 75.3％、「40～59 歳」で 66.5％が 300 万円未満となって

いる。「60 歳以上」では 300 万円未満は 36.2％で、6割以上が 300 万円以上の残高とな

っている。 

③平均株式保有期間：全体では「1ヶ月～1年未満」が 41.7％で最も多い。「1日～1週間」・

6.5％、「1週間～1ヶ月未満」・13.7％を合計すると、6割余りが平均保有期間 1年未満

である。 

年代別では、年代が高いほど平均保有期間は長くなる傾向にあるが、若い年代では投

資経験が短いことも要因となっている可能性がある。 

投資手段別にみると、「ネットのみ」では 3割以上が平均保有期間 1ヶ月未満となって

いる。これに対して「ネット以外利用者」では保有期間「3 年以上」は 31.2％、「1 年

～3年未満」は 25.0％と、過半数が 1年以上の期間となっている。 

（2）投資判断について 

①投資判断姿勢：“業績、財務内容、経営計画等を理解した上で投資しているか”という

問いに対して、全体で「そう思う」が 15.8％、「ややそう思う」が 40.0％でほぼ 2／3

あてはまると回答している。年代、株式平均保有期間による違いは少なくなっている。 

②投資判断材料：「インターネットのニュース」、「新聞・テレビ・ラジオなどの情報」、「会

社四季報／日経会社情報」の 3 項目で利用率が高くなっている。「決算短信」は 17 項

目中 12 番目、「有価証券報告書」は 14 番目の利用率となっている。 

  この 3項目については、年代別、平均保有期間で大きな差はみられないが、「よく利用

する」の割合が平均保有期間「3年以上」でいずれもやや低くなっている。 
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（3）決算短信、有価証券報告書の利用について 

①決算短信：全体で「よく利用する」・14.4％、「ときどき利用する」・30.6％、「ほと

んど利用しない」・31.2％、「見たことがない」・23.8％となっている。 

年代別では「よく利用する」と「ときどき利用する」の差は小さい。「見たことがな

い」の割合は「20～39 歳」で 29.4％、「40～59 歳」で 25.6％、「60 歳以上」で 16.7％

となっており、若い年代で見たことがない割合が高い。 

保有期間別では、「よく利用する」の割合は 1 年未満の回答者で高く、1 年以上では

低い。「見たことがない」は、「1 ヶ月～1 年未満」と「1 年～3 年未満」でやや高く

なっている。 

②有価証券報告書：全体で「よく利用する」・7.1％、「ときどき利用する」・26.0％、「ほ

とんど利用しない」・43.5％、「見たことがない」・23.5％となっている。 

決算短信同様、若い年代で「見たことがない」割合が高い。保有期間別では 1 週間

～1年未満の投資者で「見たことがない」割合が高い。 

（4）決算短信、有価証券報告書の閲覧について 

①決算短信：「上場会社の IR サイト」と「日経等の金融情報サイト」の 2 つの利用率

が高くなっている。 

②有価証券報告書：「上場会社の IR サイト」が最も多い。「よく利用する」「たまに利

用する」の合計が過半数となるのはこの項目だけである。2番目に多い「ＥＤＩＮＥ

Ｔサイト」では「利用したことがない」が半数近くになっている。 

（5）決算短信の利用項目について 

①決算短信 1枚目：決算短信 1枚目の項目は、利用頻度が高い項目が多い。「当期の連

結業績実績の数値」「翌期の連結業績の予想数値」「当期の配当金額」の 3 項目でい

ずれも 2／3以上が利用している。 

②添付資料（2枚目以降）：「連結財務諸表」、「翌期の業績見通しについての文章による

説明」の 2つについて利用割合が高い。しかし、1枚目の項目と比較すると低い割合

といえる。「よく利用する」と「たまに利用する」の合計が過半数となるのは、この

2項目と「当期の業績実績についての文章による説明」のみとなっている。 
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（6）上場会社決算短信に期待する役割 

①Ａ・速やかに情報開示すること／Ｂ・投資判断に有用な情報を盛り込むこと： 

「Ａが重要」が 16.9％、「どちらかといえばＡが重要」が 38.3％と過半数がＡの方

が重要と回答している。 

②Ａ・基本的数値／説明を速やかに開示する／Ｂ・専門的情報をあわせて提供する： 

「Ａが重要」が 14.6％、「どちらかといえばＡが重要」が 38.5％と過半数がＡの方

が重要と回答している。 

③Ａ・業績実績、見通しの数値等を開示する／Ｂ・発行社による分析を併せて説明す

る： 

「Ａが重要」が 8.8％、「どちらかといえばＡが重要」が 32.1％と約 4割がＡの方が

重要と回答している。一方で「Ｂが重要」は 5.2％、「ややＢが重要」は 24.0％で合

計約 3割がＢの方が重要としている。Ａ／Ｂの差は比較的小さくなっている。 

④Ａ・専門的な分析説明を行うこと／Ｂ・一般投資者にも分かりやすい説明を行うこ

と： 

「Ｂが重要」が 26.7％、「どちらかといえばＢが重要」が 31.0％と 6 割近くがＢの

方が重要と回答している。 

⑤Ａ・当期の業績の実績を伝えること／Ｂ・翌期の業績の見通しを伝えること： 

「Ａが重要」が 8.5％、「どちらかといえばＡが重要」が 23.1％でＡを重要とする回

答者が 31.6％となっている。一方で「Ｂが重要」は 6.9％、「ややＢが重要」は 23.7％

で合計 30.6％となっている。ほぼ同じ割合である。 

（7） 上場会社の決済発表（決算短信）で期待する開示情報 

「当期・翌期の配当金額」、「翌期の連結業績の予想数値」、「中長期的な経営方針、経

営目標」が上位 3項目である。 

いずれの項目も「あまりそう思わない」「そう思わない」の割合は多くない。開示情報

は多い方が望ましいと考えている投資者が多いことがうかがえる。
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Ⅲ.調査結果 

Ⅲ－１．対象者のプロフィール 

（1）性別 

性別は男女 1：1となるように割り当てている。そのためこの比率は、一般投資者の比率

とは異なっている可能性がある（図 1）。 

図 1：性別 

50.0 50.0全　体（n=520）

男性 女性

 

（2）年代 

年代についても、性別同様割当ての結果である。各年代が概ね 1／3ずつなるように配慮

した。実際には 20～30 歳代がやや少なくなっている（図 2）。 

図 2：年代 

32.7 33.8 33.5全　体（n=520）

20～30歳代 40～50歳代 60歳以上

 

（3）取引手段 

 取引手段も割当ての結果である。「インターネット取引のみ」の投資者と、「インターネ

ット取引以外の利用者」に分け、1：1になるように割り当てている。 

「インターネット取引以外の利用者」にはインターネットを併用している投資者を含ん

でいる点に注意が必要である。 

 

図 3：取引手段 

50.0 50.0全　体（n=520）

ネット取引のみ ネット取引以外利用者
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（4）職業 

職業では「主婦」が 26.3％で最も多くなっている。しかし「会社員（技術系）」・14.2％、

「会社員（事務系）13.3％、「会社員（その他）」を合計すると、一般の会社員が 32.9％

でほぼ 1／3で最も多くなる。 

なお、「その他」の割合が 15.0％（78 名）と多くなっている。詳細について把握はで

きないが、78 名中 58 名で年齢が 60 歳以上となっているため、退職者、年金生活者が多

いと推測できる。 

図 4：職業 
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Ⅲ－2.調査結果 

（1）株式投資経験 

回答者の株式投資経験をみると、全体では「10 年以上」が 25.6％で最も多く、次いで「1

年未満」が 23.3％となっており、株式投資経験の長い投資者から経験の短い投資者まで回

答していることがわかる（図 5）。 

年代別でみると、「20～39 歳」では「1 年未満」が 40.0％、「1 年～3 年未満」が 30.0％

と投資経験が浅い回答者が多い。「40～59 歳」では投資経験が 3年未満の割合は、ほぼ 4割

にとどまっている。「60 歳以上」では「10 年以上」が 47.1％と半数近くになっており、世

代が上がると投資経験の長い投資者が多い傾向がみられる。 

図 5：株式投資経験 

23.3

40.0

19.3

10.9

21.9

30.0

19.9

16.1

17.1

14.7

24.4

12.1

12.1

7.6

14.8

13.8

25.6

7.6

21.6

47.1

全　体（n=520)

20-39歳（n=170)

40-59歳(n=176)

60歳以上(n=174)

1年未満 1年～3年未満 3年～5年未満 5年～10年未満 10年以上

 

（2）株式保有残高 

株式保有残高は、全体では「100 万円未満」が 30.0％、「100 万～300 万円未満」が 29.2％

と、ほぼ 6 割が 300 万円未満の保有残高となっており、比較的残高が少ない回答者が多く

なっている（図 6）。 

年代別でみると、「20～39 歳」では「100 万円未満」が 45.3％「100 万～300 万円未満」

が 30.0％で、3／4が 300 万円以下の残高となっている。「40～59 歳」では「100 万円未満」

が 32.4％「100 万～300 万円未満」は 34.1％となっている。これを「20～39 歳」と比較す

ると、300 万円未満の割合は 8.8 ポイント少なくなっているが、全体として比較的投資残高

が少ない投資者が多い傾向は共通している。 

これに対して「60 歳以上」では「100 万円未満」は 12.6％、「100 万～300 万円未満」は

23.6％となっており 300 万円未満の割合は他の年代より少なくなっている。この年代でも
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1,000 万円を超える投資者は 2割あまりであるが、投資残高は多くなる傾向といえる。 

図 6：株式保有残高 

30.0

45.3

32.4

12.6

29.2

30.0
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～3,000万円未満 ～5,000万円未満 5,000万円以上

 

（3）平均株式保有期間 

平均株式保有期間は、全体では「1ヶ月～1年未満」が 41.7％で最も多くなっている。こ

れに「1日～1週間」・6.5％、「1週間～1ヶ月未満」・13.7％を合計すると、6割余りが平均

保有期間 1年未満となっている（図 7）。 

 

図 7：平均株式保有期間（全体／年代別） 
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年代別でみても、いずれも「1ヶ月～1年未満」の割合が最も多くなっていることは共通

している。しかしながら「1 日～1 週間未満」の割合をみると、「20～39 歳」では 9.4％と

1 割近くなっているのに対し、「60 歳以上」では 3.4％とほぼ 1／3 の割合にとどまってい

る。 

このように、年代が高くなるほど保有期間が長くなる傾向にあるが、すでに見たように、

「20～39 歳」では、株式投資経験 1年未満が 40％、3年未満が 30％と株式投資経験自体が

短い回答者が多いことも、短期保有の割合を押し上げている可能性もある点には注意が必

要であろう。 

過去 1年間の投資手段別にみると、「ネットのみ」では「1日～1週間未満」が 9.2％、「1

週間～1 ヶ月未満」が 21.5％と 3 割以上が平均保有期間 1 ヶ月未満となっている。これに

対して「1 年～3 年未満」は 15.4％、「3 年以上」は 4.6％と平均保有期間 1 年以上の割合

は 20％にとどまっている（図 8）。 

「ネット以外利用者」では、「1日～1週間未満」は 3.8％、「1週間～1ヶ月未満」は 5.8％

で合計でも1ヶ月未満の保有者は10％未満となっている。平均保有期間「3年以上」は31.2％、

「1年～3年未満」は 25.0％と、過半数が 1年以上の期間となっている。 

図 8：平均株式保有期間（取引手段別） 

9.2 21.5

5.8

49.2

34.2

15.4

25.0 31.2

3.8

4.6

ネットのみ(n=260)

ネット以外利用者（n=260)

　1日～1週間未満 　1週間～1ヶ月未満 　1ヶ月～1年未満 
　1年～3年未満 　3年以上

 

（4）投資判断 

すべての対象者に対し「あなたは株式投資に際して、業績、財務内容、経営計画など企

業のことについてよく理解した上で投資判断を行いますか。」という質問をしている。 

その結果をみると、全体では「そう思う」が 15.8％、「ややそう思う」が 40.0％でほぼ 2

／3が業績、財務内容、経営計画等を理解した上で投資している。これに対して「あまりそ

うは思わない」が 13.8％、「そう思わない」が 3.5％で投資対象企業をあまり理解しないで

投資しているのは 2割以下となっている（図表 9）。 

投資判断については、年代別にみても差はみられない。「20～39 歳」で「そう思う」と「や

やそう思う」の合計割合が最も多く、「40～59 歳」で「そう思わない」「あまりそう思わな

い」の合計割合が最も多くなっているが、大きな差とはいえない程度である。 

また、平均保有期間別でも差はみられない。「1 日～1 週間未満」では「そう思わない」
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が 11.8％と他の保有期間より多くなっているが、「1日～1週間未満」の回答者が 37 名のみ

（「そう思わない」との回答はうち 4名）であることを考えれば、明らかに差があるとまで

はいえない結果である（図 10）。 

このように投資判断については、年代、株式平均保有期間による違いは少なくなってい

る。 

 

図 9：投資判断（全体／年代別） 
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図 10：投資判断（平均保有期間別） 
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（5）投資判断材料 

すべての対象者に「あなたが投資判断の材料を入手する情報源を教えてください」とし

て、図 11 の 17 項目のそれぞれについて利用状況を選択してもらっている。 

図 11：投資判断のための材料 
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 その結果をみると、「よく利用する」の割合が最も多いのは「インターネットのニュー

ス」・42.9％となっている。これに「新聞・テレビ・ラジオなどの情報」・37.5％、「会社四

季報／日経会社情報」・32.1％が続いている。この上位 3 項目が 3 割を超えており、「とき

どき利用する」を加えると、いずれも 7割以上が利用していることになる。 

「よく利用する」と「ときどき利用する」の合計でみると 10 番目の「決算公告」までが

過半数となっており、比較的利用されている。「決算短信」は 12 番目、「有価証券報告書」

は 14 番目の利用率となっている。この 2つについては必ずしも利用率は高くない。しかし

「見たことがない」はいずれも 23％あまりであり、頻度は高くないもののある程度利用さ

れていることがわかる。 

上位 3項目の属性別利用状況の概要は次のとおりである。 

・インターネットのニュース 

年代別では「20-39 歳」で「よく利用する」が 52.9％、「ときどき利用する」が 39.4％

で 9 割以上が利用している。年代が上がると利用率は低くなるが「60 歳以上」で「よ

く利用する」が 35.1％、「ときどき利用する」が 41.4％と合計で 3／4以上が利用して

いることになる。 

 平均株式保有期間別では、保有期間が長くなるほど利用率は低くなる。1ヶ月未満で

は、「よく利用する」が過半数となっているが、「3 年以上」では「よく利用する」が

26.9％と 3 割以下である。しかしながら「ときどき利用する」は 46.2％であり、合計

では 7割以上が利用している。 

このように属性による差はあるものの、全体としてインターネットのニュースの利

用率は高い。 

・新聞・テレビ・ラジオなどの情報 

年代別では、大きな差は見られない。いずれの年代でも「よく利用する」と「とき

どき利用する」の合計は 8割を超えている。 

 平均株式保有期間別でも大きな違いはないものの「3年以上」では「よく利用する」

が 26.9％と 3 割以下である。「ときどき利用する」は 58.1％で合計では 8 割以上とな

っており大きな違いではないが一つの特徴となっている。「よく利用する」の割合は「イ

ンターネットのニュース」と同じであり、長期保有で売買頻度が低い為に投資判断情

報への接触自体が少ない可能性も考えられる。 

・会社四季報／日経会社情報 

年代別では、大きな差は見られない。いずれの年代でも「よく利用する」と「とき

どき利用する」の合計は 7割を超えている。 

平均株式保有期間別でも大きな違いはないもののやはり「3年以上」では「よく利用

する」が 20.4％で最も低い。 
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次に本調査の中心である、決算短信と有価証券報告書の利用状況をみることにする。 

①決算短信の利用状況 

年代別でみると「よく利用する」と「ときどき利用する」の割合は、いずれも差が大き

くはない。しかしながら「見たことがない」の割合は「20～39 歳」で 29.4％、「40～59 歳」

で 25.6％、「60 歳以上」で 16.7％となっており、若い年代で見たことがない割合が高くな

っている（図 12）。 

 

図 12：決算短信の利用状況（全体／年代別） 
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図 13：決算短信の利用状況（平均保有期間別） 
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平均保有期間別では、「よく利用する」の割合は 1 年未満の回答者で高く、1 年以上では

低くなっている。「よく利用する」と「ときどき利用する」の合計が過半数となっているの

は「1 日～1 週間未満」と「1 週間～1 ヶ月未満」である。短期で売買する投資者は情報へ

の接触頻度が高いことかが考えられる（図 13）。 

これに対して「見たことがない」の割合は、「1ヶ月～1年未満」と「1年～3年未満」で

いずれも 25％を超えてやや高くなっている。 

②有価証券報告書の利用状況 

世代別でみると「よく利用する」と「ときどき利用する」の割合は、いずれも差が大き

くはないが、「40～59 歳」でやや割合が低い。「見たことがない」の割合は、有価証券報告

書同様、は「20～39 歳」で 28.2％、「40～59 歳」で 24.4％、「60 歳以上」で 17.8％となっ

ており、若い年代で見たことがない割合が高い（図 14）。 

 

図 14：有価証券報告書の利用状況（全体／年代別） 
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平均保有期間別では、「よく利用する」の割合が「1年～3年未満」で 3.8％と少なくなっ

ているが、大きな差は見られない。「見たことがない」の割合は「1週間～1ヶ月未満」、「1

ヶ月～1年未満」、「1年～3年未満」でいずれも25％を超えてやや高くなっている（図表15）。 
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図 15：有価証券報告書の利用状況（平均保有期間別） 
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（6）決算短信の閲覧方法 

投資判断材料の情報として、「決算短信」を「よく利用する 」、「ときどき利用する」、

「ほとんど利用しない」と回答した 396 名を対象として、「決算短信」の閲覧方法を質問し

ている（図 16）。 

 

図 16：決算短信の閲覧方法 
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その結果をみると、「よく利用する」は「日経等の金融情報サイト」が 17.4％で最も多く、

「上場会社の IR サイト」が 16.4％で 2 番目に多い。「たまに利用する」では「上場会社の

IR サイト」が 44.2％、「日経等の金融情報サイト」が 40.7％となっている。この上位 2 項

目の利用が多くなっている。 

 

（7）有価証券報告書の閲覧方法 

投資判断材料の情報として、「有価証券報告書」を「よく利用する 」、「ときどき利用

する」、「ほとんど利用しない」と回答した 398 名を対象に、有価証券報告書の閲覧方法を

質問している（図 17）。 

その結果をみると、「よく利用する」、「たまに利用する」とも「上場会社の IR サイト」

が最も多い。「よく利用する」、「たまに利用する」の合計が過半数となるのはこの項目だけ

である。2番目に多い「ＥＤＩＮＥＴサイト」では「利用したことがない」が半数近くにな

っており、それ以下の項目は「利用したことがない」が過半数となっている。 

 

図 17：有価証券報告書の閲覧方法 
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（8）決算短信の利用項目 

投資判断材料の情報として、「決算短信」を「よく利用する」、「ときどき利用する」と回

答した 234 名を対象として「あなたが決算短信をご利用される際の項目ごとの情報の利用

状況を教えてください」として、決算短信に記載されているそれぞれの利用項目について

質問している。 

①決算短信 1枚目の項目 

決算短信 1 枚目の項目は、次にみる添付資料と比較して利用頻度が高い項目が多くなっ

ている（図 18）。 

利用頻度が高いのは「当期の連結業績実績の数値」「翌期の連結業績の予想数値」「当期

の配当金額」の 3項目でいずれも 2／3以上が利用している。しかしながらいずれの項目も、

過半数が「よく利用する」「ときどき利用する」と回答しており、また「全く利用しない」

はいずれも 5％未満となっており、利用率は高いといえる。 

 

 

図 18：決算短信の利用項目（1枚目） 
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②決算短信添付資料（2枚目以降）の項目 

決算短信の添付資料（2 枚目以降）の項目では、「連結財務諸表」、「翌期の業績見通しに

ついての文章による説明」の 2項目が「よく利用する」が 17％台と比較的高い。しかし、1

枚目の項目と比較するとこの割合は決して高くないことがわかる。「よく利用する」と「た

まに利用する」の合計が過半数となるのは、この 2 項目以外では「当期の業績実績につい

ての文章による説明」のみとなっている（図 19）。 

一方で「全く利用しない」も「セグメント情報以外の連結財務諸表の注記事項」・9.8％、

「セグメント情報」・9.4％、「事業等のリスクの文章による説明」・8.5％で多くなっている。 

 

図 19：決算短信の利用項目（添付資料／2枚目以降） 

n=234

15.0

17.5

14.1

13.2

8.1

17.9

11.5

7.3

7.7

38.0

38.0

31.6

32.9

32.9

34.6

31.2

22.2

19.7

24.4

23.1

29.9

28.6

28.2

20.9

24.4

28.2

28.2

16.7

18.8

18.8

22.2

28.2

29.1

15.4

15.4

13.7

3.8

4.3

5.1

5.1

8.5

4.3

7.3

9.4

9.8

3.4

4.7

5.6

3.4

3.4

3.8

3.4

3.4

3.4

当期実績の文章説明 

業績見通しの文章説明 

中長期的経営方針

配当政策、利益配分方針

事業等のリスク

連結財務諸表

連結財務諸表重要方針 

セグメント情報 

セグメント情報以外注記

よく利用 ときどき利用 どちらともいえない
あまり利用しない 全く利用しない 投資対象銘柄による

 

 



 21

（9）上場会社決算短信に期待する役割 

すべての対象者に、上場会社決算短信に期待する役割について、ＡとＢ二つの考え方を 5

組提示し、ＡとＢのいずれを期待しているかを質問している。項目別に回答についてみて

いくこととする。 

①速やかに情報開示すること／投資判断に有用な情報を盛り込むこと 

 

【Ａ】決算期末後、基本となる決算情報がまとまった時点で速やかに必要な決算情報を

開示すること 

【Ｂ】決算期末から時間をかけても構わないので、決算情報に限らず投資判断に有用な

情報を豊富に盛り込むこと 

 

全体では、「Ａが重要」が 16.9％、「どちらかといえばＡが重要」が 38.3％と過半数がＡ

の方が重要と回答している（図 20）。 

年代別でもＡをより重要と考える基本的な傾向は同じであるが、年代が高くなるほど、

Ａを重視する傾向が強くなっている。 

 

図 20：決算短信に期待する役割①（年代別） 
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平均保有期間別にみても、いずれもの平均保有期間でもＡが重要としており、大きな違

いはない。しかしながら、投資期間が長くなるとややＢの意見を支持する割合が増えてい

る。「3年以上」では、Ａの意見を支持する割合は半数以下となっている（図 21）。 

 

図 21：決算短信に期待する役割①（平均保有期間別） 
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②基本的数値・説明を速やかに開示すること／専門的情報をあわせて提供すること 

 

【Ａ】決算・財務上の基本的な数値やその説明を速やかに開示すること 

【Ｂ】決算情報、財務諸表を分析するための専門的な情報（財務諸表の詳細な注記事項

など）もあわせて提供すること 

 

全体では、「Ａが重要」が 14.6％、「どちらかといえばＡが重要」が 38.5％と過半数がＡ

の方が重要と回答している（図 22）。 

年代別でも基本的な傾向は同じであり、いずれもＡが重要としているが、年代が高くな

るほど、Ａを重視する傾向が強くなっている。 

平均保有期間別にみても、いずれもの平均保有期間でも過半数がＡが重要としており、

大きな違いはない（図 23）。 
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図 22：決算短信に期待する役割②（年代別） 
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図 23：決算短信に期待する役割②（平均保有期間別） 
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③業績実績、見通しの数値等を開示すること／発行社による分析を併せて説明すること 

 

【Ａ】当期の業績実績、翌期の業績見通しについての数値や財務諸表を開示すること 

【Ｂ】当期の業績実績、翌期の業績見通しについて、数値だけでなく、発行会社自身に

よる分析をあわせて説明すること 

 

全体では、「Ａが重要」が 8.8％、「どちらかといえばＡが重要」が 32.1％と約 4 割がＡ

の方が重要と回答している。一方で「Ｂが重要」は 5.2％、「ややＢが重要」は 24.0％で合

計約 3 割がＢの方が重要としている。これまでの 2 項目よりもＡＢの差は小さくなってい

る（図 24）。 

年代別でも基本的な傾向は同じであり、いずれもＡが重要としている。「40～59 歳」でや

やＢを指示する意見が、「60 歳以上で」ややＡを支持する意見が多いが、その差はわずかで

あるといえる。 

 

図 24：決算短信に期待する役割③（年代別） 
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平均保有期間別にみても、いずれもの平均保有期間でも過半数がＡが重要としているこ

とに変わりはない。しかしながら「Ａが重要」とする意見は株式保有期間が短い回答者で

多くなっている。また「1年～3年未満」では「Ｂが重要」が 8.6％、「どちらかといえばＢ

が重要」が 27.6％となっており、1／3以上がＢを指示しているのが特徴となっている（図

25）。 
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図 25：決算短信に期待する役割③（平均保有期間別） 
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④専門的な分析説明を行うこと／一般投資者にも分かりやすい説明を行うこと 

 

【Ａ】事業内容・会計に関する専門用語を用いて専門的な分析・説明を行うこと 

【Ｂ】専門家だけが理解できる内容でなく、一般投資者にとっても分かりやすい説明を

行うこと 

 

全体では、「Ｂが重要」が 26.7％、「どちらかといえばＢが重要」が 31.0％と 6割近くが

Ｂの方が重要と回答している（図 26）。 

年代別でも基本的な傾向は同じであり、いずれの年代でもＡが重要との回答が過半数と

なっている。「60 歳以上で」ややＡを支持する意見が多いが、その差はわずかであるといえ

る。 

平均保有期間別にみると、ても、いずれもの平均保有期間でもＢが重要との回答が、Ａ

が重要との回答を上回っている。 

しかしながら「1 日～1 週間未満」と「3 年以上」では他の年代よりもＢを指示する意見

がやや多くなっている。特に「1日～1週間未満」では、両者の差は 5.9 ポイントＡが重要」

とする意見は株式保有期間が短い回答者で多くなっている。また「1年～3年未満」では「Ｂ

が重要」が 8.6％、「どちらかといえばＢが重要」が 27.6％となっており、1／3以上がＢを

指示しているのが特徴となっている（図 27）。 
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図 26：決算短信に期待する役割④（年代別） 
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図 27：決算短信に期待する役割④（平均保有期間別） 
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⑤当期の業績の実績を伝えること／翌期の業績の見通しを伝えること 

 

【Ａ】当期の業績の実績を伝えること 

【Ｂ】翌期の業績の見通しを伝えること 

 

全体では、「Ａが重要」が 8.5％、「どちらかといえばＡが重要」が 23.1％でＡを重要とす

る回答者が 31.6％となっている。一方で「Ｂが重要」は 6.9％、「ややＢが重要」は 23.7％

で合計 30.6％となっている。1 ポイントＡを支持する割合が高いがほぼ同じ割合と考えて

よい（図 28）。 

年代別でも基本的な傾向は同じであり、ＡＢいずれも決定的な差は見られない。「40～59

歳」でややＢを支持する意見が多くなっている。 

 

図 28：決算短信に期待する役割⑤（年代別） 
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平均保有期間別にみると平均保有期間が長い回答者で、Ｂを支持する割合が高い。 

「1日～1週間未満」では「どちらともいえない」が多くなっているものの、Ａを支持す

る割合の方が高い。「1 週間～1 ヶ月未満」でもＡを指示する割合が高い。「1 ヶ月～1 年未

満」と「1年～3年未満」ではＡＢいずれの支持割合も多きな差となってはいない。「3年以

上」ではＢを支持する割合が多くなっている（図 29）。 
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図 29：決算短信に期待する役割⑤（平均保有期間別） 
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（10）上場会社の決済発表（決算短信）で期待する開示情報 

上場会社の決算発表（決算短信）で開示される情報としてどのようなものを期待するか

について、図 30 の 12 項目のそれぞれについて質問している。 

図 30：決算発表で期待する開示情報 
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その結果をみると、全体として「そう思う」の割合が最も多いのは「当期・翌期の配当

金額」28.7％となっている。2番目に多いのは「中長期的な経営方針、経営目標」の 21.9％

でこの 2項目が「そう思う」が 20％を超えている。「ややそう思う」を加えた割合では、「翌

期の連結業績の予想数値」が 2番目となり、「中長期的な経営方針、経営目標」が 3番目と

なる。配当政策、利益配分の方針についての説明までの上位 6 項目までが「そう思う」と

「ややそう思う」の合計が 6割を超えている。 

また「あまりそう思わない」「そう思わない」の割合が多くない。この割合が最も多いの

は「機関投資者・証券アナリスト向けに説明会などで開示される情報と同等の情報」であ

るが、「ややそう思わない」が 10.0％、「そう思わない」は 4.6％で 15％以下にとどまって

いる。 

公開される情報が多いことは、投資者にとって選択肢が増えることを意味しており、利

用頻度が少ない情報であっても、公開自体は望ましいと考える回答者が多いと推測できる。 
 


